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○ 都道府県を越えた搬送については、隣接都道府県及び隣接都道府県の医

療機関と連携し、以下の方法を調整することが考えられる。 

 

① 医療機関リストに、隣接都道府県の医療機関をリストアップする方法 

 

② 受入医療機関選定困難事案発生時等、医療機関を確保できない場合の

対応として、隣接都道府県の医療機関を合意形成基準において位置づけ

る方法 

 

 

○ 備考 

 

  ・ 中部地区では、メディカルコントロール協議会相互の情報の共有を図

り、より効率的に高度なメディカルコントロール体制を構築するため、

中部地方メディカルコントロール協議会連絡会を開催している。 

 

  ・ 複数の都道府県にまたがる形でメディカルコントロール協議会等を運

用している地域もあり、そうした実情を踏まえた上で、都道府県は都道

府間の調整を行うことが重要である。 

 

 

  



48 

 

参考（都道府県間の調整に関するもの） 

 

【消防法一部改正法案採決時に付された附帯決議】 

 ○ 衆議院総務委員会（平成２１年４月１７日）（抄）  

  ・ 大都市圏を中心に救急搬送が広域的に行われている現状にかんがみ、都道府県が策

定する実施基準が都道府県の区域を越えた広域的な連携に十分配慮した実効的なもの

となるよう、必要に応じ、情報の提供、助言、その他の援助を通じ、都道府県間の調

整を図ること。  

 ○ 参議院総務委員会（平成２1年４月２３日）（抄）  

  ・ 大都市圏を中心に救急搬送が広域的に行われている現状にかんがみ、都道府県が策

定する実施基準については、都道府県間の調整が図られ、区域を越えた広域的な連携

に十分配慮した、実効的なものとなるよう、必要に応じ、情報の共有、助言、その他

の援助を行うこと。  

 

【医療計画】 

 「医療法」（昭和２３年第２０５号）（抄）  

 ○ 第３０条の４第９項  

   都道府県は、医療計画を作成するに当たつて、当該都道府県の境界周辺の地域におけ

る医療の需給の実情に照らし必要があると認めるときは、関係都道府県と連絡調整を行

うものとする。  

 

 「医療提供体制の確保に関する基本方針」（厚生労働省告示）（抄）   

 ○ 救急医療において、高度救命救急センターを医療計画に明示する場合  

  ・ 広域的に対応する隣接都道府県のセンターを医療計画に記載することも可能  

 ○ 周産期医療  

  ・ 周産期医療体制の整備を進める中で、隣接都道府県との連携体制を必要に応じて確

保することや救急医療との連携体制を確保することが重要  

 ○ 救急医療や災害時における医療  

  ・ 患者の緊急度、重症度等に応じた適切な対応が求められるため、救急用自動車はも
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とより、ドクターカー、ヘリコプター（ドクターヘリ、消防防災ヘリ等）等の搬送手

段を活用することにより救急医療の確保を図ることが重要  

 

【ドクターヘリ】 

 「救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保に関する特別措置法」 （平成１９年法

律第１０３号）（抄）  

 ○ 第５条  (略)  

   ２ 都道府県は、前項の場合において、救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療が、

隣接し又は近接する都道府県にまたがって確保される必要があると認めるときは、

あらかじめ、当該都道府県と連絡調整を行うものとする。  
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